
　
去
る
５
月
29
日
に
、「
平
成
26
年
度　
森
林
・
林
業
白
書
」

（
平
成
26
年
度
森
林
及
び
林
業
の
動
向
、
平
成
27
年
度
森
林

及
び
林
業
施
策
）が
閣
議
決
定
さ
れ
、
国
会
に
提
出
の
上
、

公
表
さ
れ
ま
し
た
。

　
戦
後
造
成
さ
れ
た
人
工
林
が
本
格
的
な
利
用
期
を
迎
え
て

い
る
中
で
、
豊
富
な
森
林
資
源
の
循
環
利
用
を
推
進
し
て
い

く
た
め
に
は
、
木
材
を
生
産
す
る
林
業
や
木
材
製
品
の
消
費

者
・
実
需
者
の
み
な
ら
ず
、
木
材
を
木
材
製
品
に
加
工
し
流

通
さ
せ
る
木
材
産
業
の
存
在
が
不
可
欠
で
す
。

　
こ
の
た
め
、
平
成
26
年
度
白
書
の
特
集
章「
森
林
資
源
の

循
環
利
用
を
担
う
木
材
産
業
」で
は
、
木
材
産
業
の
役
割
や

業
種
別
の
概
要
等
に
つ
い
て
記
述
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ま

で
の
木
材
需
給
の
変
遷
と
木
材
産
業
の
対
応
を
振
り
返
り
、

木
材
産
業
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向
と
課
題
を
整
理
し
ま
し
た
。

　
本
号
で
は
、「
平
成
26
年
度　
森
林
・
林
業
白
書
」の
内
容

を
簡
単
に
紹
介
し
ま
す
。

特集 special edition

平成26年度
森林・林業白書

の概要

　
冒
頭
の「
ト
ピ
ッ
ク
ス
」で
は
、
平
成
26
年
度
の
特
徴

的
な
動
き
と
し
て
、
以
下
の
４
点
を
国
民
一
般
向
け
に

平
易
に
紹
介
し
ま
し
た
。

１　

映
画「
Ｗ
Ｏ
Ｏ
Ｄ
Ｊ
Ｏ
Ｂ
！
」で

　
　
「
森
林
の
仕
事
」が
注
目

　

平
成
26
年
は
、
林
業
の
世
界
に
足
を
踏
み
入
れ
た
若
者
が

主
人
公
の
映
画
が
公
開
さ
れ
、
林
業
が
エ
ン
タ
ー
テ
イ
ン
メ

ン
ト
の
世
界
で
も
注
目
を
集
め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
今
回
の
映
画
で
主
人
公
が
林
業
の
世
界
に
入
る

き
っ
か
け
と
な
っ
た
研
修
は
、
林
野
庁
が
平
成
15
年
度
か
ら

実
施
し
て
い
る「「
緑
の
雇
用
」事
業
」が

モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
「
森
林
の
仕
事
」に
は
、
林
業
の
現

場
作
業
の
ほ
か
、「
森
林
施
業
プ
ラ
ン

ナ
ー
」や「
森
林
総
合
監
理
士（
フ
ォ
レ

ス
タ
ー
）」、
さ
ら
に
、
苗
木
の
生
産
、

製
材
、
し
い
た
け
の
栽
培
、
木
炭
の
生

産（
炭
焼
き
）、
シ
カ
な
ど
の
野
生
鳥
獣

の
狩
猟
、
森
林
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
や

森
林
環
境
教
育
な
ど
、
様
々
な
種
類
が

あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の「
森
林
の
仕
事
」に
、
よ
り

多
く
の
若
者
た
ち
が
た
ず
さ
わ
る
こ
と

で
、
山
村
地
域
を
活
性
化
し
、
地
方
の

創
生
に
も
つ
な
が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ

ま
す
。

ト
ピ
ッ
ク
ス
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４　

長
野
県
、
広
島
県
等
で

　
　

山
地
災
害
が
多
発

　

平
成
26
年
度
に
は
、
台
風
や
前
線
に
よ
る
集
中
豪
雨
に
相

次
い
で
見
舞
わ
れ
、
高
知
県
、
広
島
県
、
兵
庫
県
、
静
岡
県
、

北
海
道
を
は
じ
め
、
日
本
各
地
の
広
い
範
囲
で
山
地
災
害
が

多
発
し
、
特
に
長
野
県
や
広
島
県
等
で
は
住
民
の
生
命
が
失

わ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
同
年
９
月
に
は
御
嶽
山（
長
野
県
・
岐
阜
県
）が
噴

火
し
、
大
量
の
土
石
等
が
噴
出
し
、
二
次
災
害
の
発
生
も
懸

念
さ
れ
ま
し
た
。

　

林
野
庁
で
は
、
こ
れ
ら
の
災
害
発
生
直
後
か
ら
、
復
旧
に

向
け
て
、
現
地
へ
職
員
を
派
遣
す
る
と
と
も
に
、
森
林
管
理

局
・
署
な
ど
の
現
場
組
織
を
活
か
し
、
被
災
県
等
と
連
携
し

た
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
に
よ
る
被
害
調
査
を
実
施
し
ま
し
た
。
ま

た
、
大
型
土
嚢
や
土
石
流
セ
ン
サ
ー
の
設
置
等
の
応
急
対
策

を
行
い
ま
し
た
。
そ
の
上
で
、
被
害
箇
所
の
う
ち
、
特
に
緊

急
に
復
旧
を
図
る
べ
き
箇
所
に
つ
い
て
は
、
災
害
関
連
緊
急

治
山
事
業
等
に
よ
る
復
旧
対
策
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
さ
ら

に
、
森
林
の
山
地
災
害

防
止
機
能
等
の
維
持
増

進
を
図
る
た
め
、
治
山

事
業
に
よ
り
中
長
期
的

な
計
画
に
基
づ
く
復
旧

整
備
を
行
う
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。

　

事
前
防
災
・
減
災
の

観
点
か
ら
、
治
山
施
設

の
整
備
や
森
林
整
備
の

推
進
に
よ
る「
緑
の
国

土
強
靭
化
」が
重
要
と

な
っ
て
い
ま
す
。

３　
「
山
の
日
」が
国
民
の
祝
日
に

　
　

　

平
成
26
年
５
月
に
は
、「
祝
日
法
」が
改
正
さ
れ
、
８
月

11
日
が「
山
の
日
」と
し
て
国
民
の
祝
日
と
定
め
ら
れ
ま
し
た

（
施
行
は
平
成
28
年
）。「
祝
日
法
」で
は「
山
の
日
」の
意
義
を
、

「
山
に
親
し
む
機
会
を
得
て
、
山
の
恩
恵
に
感
謝
す
る
。」と
し

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
山
の
日
」の
制
定
に
向
け
て
は
、「
全
国「
山
の
日
」

制
定
協
議
会
」や
超
党
派
の
国
会
議
員
で
構
成
さ
れ
る
議
員

連
盟
が
設
立
さ
れ
る
な
ど
の
動
き
も
あ
り
ま
し
た
。

　
「
山
の
恩
恵
」と
も
い
え
る
森
林
の
多
面
的
機
能
に
は
、
水

源
の
涵
養
、
国
土
の
保
全
、
保
健
･
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
な

ど
様
々
な
も
の
が
あ
り
、
林
野
庁
で
は
、
そ
の
持
続
的
な
発

揮
に
向
け
、
森
林
の
整
備
・
保
全
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

ま
た
、
学
校
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
企
業
な
ど
に
よ
る
森
林
環
境
教
育

や
森
林
づ
く
り
活
動
を
支
援
し
た
り
、
国
有
林
野
を「
レ
ク
リ

エ
ー
シ
ョ
ン
の
森
」

に
設
定
す
る
な
ど
の

取
組
を
通
じ
て
、
国

民
が「
山
」に
親
し
む

機
会
や
場
を
提
供
し

て
い
ま
す
。

　

今
後
と
も
国
民

が「
山
の
恩
恵
」を
享

受
し
続
け
る
た
め
に

は
、
国
民
が「
山
」に

親
し
み「
山
の
恩
恵
」

に
感
謝
し
つ
つ
、
国

民
全
体
で
森
林
を
守

り
育
て
て
い
く
こ
と

が
必
要
で
す
。

２　
「
Ｃ
Ｌ
Ｔ
の
普
及
に
向
け
た

　
　

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」が
公
表

　

平
成
26
年
11
月
に
は
林
野
庁
と
国
土
交
通
省
が
、
今
後
の

Ｃ
Ｌ
Ｔ
の
本
格
的
な
普
及
に
向
け
、
Ｃ
Ｌ
Ｔ
の
普
及
に
関
す

る
施
策
を
計
画
的
に
進
め
る
と
と
も
に
、
そ
の
具
体
的
内
容

と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
幅
広
く
周
知
し
、
関
係
者
の
取
組
を
促

進
す
る
た
め
、「
Ｃ
Ｌ
Ｔ
の
普
及
に
向
け
た
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」

を
取
り
ま
と
め
、
公
表
し
ま
し
た
。

　

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
で
は
、
３
つ
の
施
策
を
主
要
な
柱
と
し
て

お
り
、
一
つ
目
は
Ｃ
Ｌ
Ｔ
に
つ
い
て
の
建
築
基
準
の
整
備
で

あ
り
、
平
成
26
年
度
に
は
、
独
立
行
政
法
人
森
林
総
合
研
究

所
等
に
お
い
て
、
曲
げ
に
対
す
る
強
度
等
の
詳
細
な
デ
ー
タ

収
集
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
こ
う
し
た
デ
ー
タ
を
も
と
に

国
土
交
通
省
は
、
平
成
28
年
度
の
早
期
を
目
途
に
、
基
準
強

度
や
一
般
的
な
設
計
法
の
告
示
を
整
備
す
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。

　

二
つ
目
は
実
証
的
な
建
築
事
例
の
積
み
重
ね
で
あ
り
、
平

成
26
年
度
に
は
、
共

同
住
宅
や
事
務
所
・

研
修
施
設
等（
合
計
８

棟
）が
建
設
さ
れ
ま
し

た
。

　

三
つ
目
は
Ｃ
Ｌ
Ｔ
の

生
産
体
制
の
構
築
で

あ
り
、
林
野
庁
で
は
工

場
の
整
備
へ
の
支
援
等

を
通
じ
て
、
平
成
36

年
度
ま
で
に
年
間
50

万
㎥
程
度
の
生
産
体

制
を
構
築
す
る
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。
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１　

森
林
資
源
の
循
環
利
用
と

　
　

木
材
産
業

 
⑴ 

森
林
資
源
と
木
材
利
用
を
つ
な
ぐ
木
材
産
業

　

我
が
国
で
は
、
戦
後
造
成
さ
れ
た
人
工
林

が
本
格
的
な
利
用
期
を
迎
え
て
お
り
、
森
林

資
源
の
循
環
利
用
の
観
点
か
ら
は
、
木
材
を

積
極
的
に
収
穫（
伐
採
）し
て
、
そ
の
利
用
を

拡
大
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
状

況
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
森
林
資
源
の
循
環
利
用
に
は
、
木
材

を
生
産
す
る
林
業
や
、
木
材
製
品
の
消
費

者
・
実
需
者
だ
け
で
な
く
、
木
材
を
木
材
製

品
に
加
工
し
流
通
さ
せ
る
木
材
産
業
の
存
在

が
不
可
欠
で
す
。

　

木
材
産
業
は
、
川
下（
消
費
者
・
実
需
者
）

と
の
関
係
で
は
、
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
木
材
製

品
を
供
給
す
る
こ
と
で
、
国
民
生
活
・
国
民

経
済
の
発
展
に
寄
与
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

新
た
な
木
材
製
品
の
開
発
等
に
よ
っ
て
木
材

需
要
を
創
出
す
る
こ
と
で
、
木
材
利
用
を
推

進
す
る
役
割
も
担
っ
て
い
ま
す
。

　

川
上（
林
業
関
係
者
）と
の
関
係
で
は
、
原

木
の
購
入
を
通
じ
て
、
林
業
と
森
林
整
備
を

支
え
る
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
通

直
な
原
木
だ
け
で
な
く
、
間
伐
材
等
の
小
径

木
、
枝
条
・
曲
が
り
材
等
が
資
源
と
し
て
無

駄
な
く
購
入
・
利
用
さ
れ
れ
ば
、
そ
の
分
、

林
業
生
産
活
動
に
還
元
さ
れ
る
収
益
も
増
え

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

地
域
と
の
関
係
で
は
、
森
林
資
源
に
近
い

と
こ
ろ
に
立
地
し
、
そ
の
地
域
の
雇
用
の
創

出
と
経
済
の
活
性
化
に
貢
献
し
ま
す
。
木
材

産
業
が
立
地
し
た
地
域
で
、
関
連
産
業
の
集

積
が
図
ら
れ
れ
ば
、
そ
の
分
、
雇
用
と
経
済

へ
の
効
果
も
大
き
く
な
り
ま
す
。

様
々
な
木
材
製
品
を
生
産
す
る
木
材
加
工
業

と
し
て
、
製
材
業
、
集
成
材
製
造
業
、
合
板

製
造
業
、
木
材
チ
ッ
プ
製
造
業
等
が
、
原
木

や
木
材
製
品
を
販
売
す
る
木
材
流
通
業
と

し
て
、
木
材
市
売
市
場（
原
木
市
場
と
製
品

市
場
）、
木
材
販
売
業
者（
木
材
問
屋
や
材
木

店
・
建
材
店
）、
商
社
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
木
材
産
業
の
各
事
業
者
が
川

上
と
川
下
を
結
ぶ
こ
と
に
よ
っ
て
、
木
材
の
加

工
・
流
通
が
成
立
し
て
お
り
、
そ
の
在
り
方

は
、
時
々
の
木
材
需
給
と
密
接
に
関
係
し
て

い
ま
す
。

２　

木
材
需
給
の
変
遷
と

　
　

木
材
産
業
の
対
応

 
⑴ 

需
要
拡
大
期（
戦
後
〜
昭
和
48
年
頃
）

　

こ
の
時
期
は
、
戦
後
の
復
興
・
高
度
成
長

に
よ
り
、
新
設
住
宅
着
工
戸
数
や
紙
・
板
紙

生
産
量
の
増
加
と
と
も
に
木
材
需
要
が
拡
大

し
ま
し
た
。
こ
れ
に
対
応
し
、
国
産
材
の
供

給
量
は
増
加
し
た
も
の
の
、
当
時
の
森
林
資

源
の
状
況
に
よ
る
制
約
が
あ
っ
た
中
で
、
昭

和
42
年
に
は
ピ
ー
ク
に
達
し
、
そ
の
後
は
減

少
し
ま
し
た
。

　

一
方
、
国
産
材
の
供
給
不
足
を
補
っ
た
の

が
原
木
の
輸
入
で
、
そ
の
量
は
昭
和
35
年
か

ら
昭
和
48
年
ま
で
の
間
に
約
８
倍
に
増
加
し

ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
製
材
業
は
、
林
業
地
域

を
中
心
に
小
規
模
工
場
が
増
加
し
ま
し
た

が
、
昭
和
30
年
代
に
な
る
と
臨
海
部
に
輸
入

 
 

  

 
  

図表１     木材産業の役割

第
Ⅰ
章　

森
林
資
源
の
循
環
利
用
を
担
う
木
材
産
業

図表２     木材加工業の概要
製材品 集成材 合板 木材チップ

外　観

製造方法 ・原木の木取りを行い製材機
械で挽く。

・強度に応じて等級区分した
ラミナ（一定の寸法に加工し
たひき板）を集成接着（繊維
方向は平行）。

・原木を薄く剥いた単板を積
層接着（繊維方向は交互に直
交。ただし、LVLは平行）。

・主に原木・工場残材をチッ
パーにより切削。

・主に解体材をシュレッダー
やハンマーにより破砕。

主な用途 住宅用材、集成材用ラミナ、
家具建具用材等 住宅用材等 住宅用材、コンクリート型枠、

家具建具用材、輸送資材等
紙・板紙の原料、木質ボード
の原料、燃料等

国産材の利用割合（H25） 72％ 23％ 72％ ほぼ100％
製品の国内生産割合（H25） 59％ 65％ 40％ 20％
木材自給率（H25） 42％ 15％ 29％ 20％

製造品出荷額等・付加価値額
従業者数（H25）

5,988億円・2,003億円
30,007人

1,554億円・459億円
5,662人

3,545億円・1,002億円
10,488人

652億円・283億円
2,820人

 
⑵ 

我
が
国
の
木
材
産
業
の
概
要

　

木
材
産
業
に
は
、
国
産
材
を
主
原
料
に
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以
降
、
南
洋
材
原
木
の
輸
入
減
少
に
よ
り
国

内
生
産
が
急
激
に
減
少
し
ま
し
た
。
一
方
、

木
造
軸
組
住
宅
の
建
築
現
場
で
プ
レ
カ
ッ
ト

材
が
普
及
し
、
プ
レ
カ
ッ
ト
工
場
が
増
加
す

る
と
と
も
に
、
材
料
と
し
て
人
工
乾
燥
材
や

集
成
材
の
利
用
が
増
加
し
ま
し
た
。
木
材

チ
ッ
プ
製
造
業
は
、
輸
入
チ
ッ
プ
の
増
加
等

に
よ
り
、
平
成
３
年
以
降
は
生
産
が
減
少
し

ま
し
た
。
木
材
流
通
で
は
、
原
木
市
場
の
取

扱
量
は
増
加
し
た
の
に
対
し
、
製
品
市
場
の

取
扱
量
は
減
少
し
ま
し
た
。

　
⑶ 

需
要
減
少
期（
平
成
８
年
頃
〜
）

　

こ
の
時
期
、
製
材
用
材
と
合
板
用
材
の
需

要
は
新
設
住
宅
着
工
戸
数
と
と
も
に
減
少
傾

向
が
加
速
し
、
パ
ル
プ
・
チ
ッ
プ
用
材
の
需

要
も
古
紙
利
用
割
合
の
増
加
に
よ
り
減
少
し

ま
し
た
。

　

一
方
、
国
産
材
供
給
量
は
、
平
成
14
年
を

底
に
合
板
製
造
業
に
お
け
る
国
産
間
伐
材
の

利
用
の
増
加
等
に
よ
り
、
再
び
増
加
傾
向
に

転
じ
ま
し
た
。
ま
た
、
原
木
輸
入
量
は
減
少

が
続
き
、
製
品
輸
入
量
も
平
成
９
年
を
ピ
ー

ク
に
減
少
に
転
じ
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
製
材
業
で
は
、
工
場
数

が
引
き
続
き
減
少
す
る
一
方
、
平
成
15
年
以

降
は
国
産
材
の
原
木
が
輸
入
材
の
原
木
を
上

回
る
と
と
も
に
増
加
傾
向
に
転
じ
ま
し
た
。

ま
た
、
木
造
住
宅
で
の
プ
レ
カ
ッ
ト
材
の
利

用
拡
大
や
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
以
降
の
建

築
法
制
の
見
直
し
を
背
景
に
、
品
質
・
性
能

が
安
定
し
て
い
る
乾
燥
材
や
集
成
材
の
需
要

が
増
加
し
て
い
ま
す
。
合
板
製
造
業
で
は
、

特集 special edition

国産材
輸入丸太
輸入製品

 
S42

 
S48

 
H9

 
H14

28.6  
36.7  

78.0  

 木材自給率（右軸）
木材製品の国内生産割合（右軸）
国内生産に占める国産材利用率（右軸）

（万㎥） （％）
図表３     木材供給の変遷

材
を
利
用
す
る
大
型
工
場
が
稼
働
す
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。
合
板
製
造
業
は
、
当
初
は

米
国
へ
の
輸
出
等
、
次
い
で
国
内
向
け
の
販

売
に
よ
っ
て
急
成
長
し
、
原
料
と
し
て
は
南

洋
材
を
輸
入
し
て
い
ま
し
た
。
木
材
チ
ッ
プ

製
造
業
は
、
工
場
残
材
や
広
葉
樹
原
木
を

主
原
料
と
し
て
生
産
を
拡
大
し
ま
し
た
。
ま

た
、
原
木
及
び
製
材
品
の
取
引
で
は
、
小
規

模
な
事
業
者
に
と
っ
て
不
可
欠
で
あ
っ
た
市

売
市
場
が
発
達
し
、
海
外
か
ら
の
木
材
輸

入
で
は
商
社
が
主
導
的
な
役
割
を
担
い
ま
し

た
。

 
⑵ 

需
要
停
滞
期（
昭
和
48
年
頃
〜
平
成
８
年
頃
）

　

こ
の
時
期
の
木
材
需
要
量
は
、
昭
和
48
年

の
ピ
ー
ク
以
降
、
減
少
と
増
加
を
繰
り
返
し

た
後
、
１
億
㎥
程
度
で
推
移
し
ま
し
た
。
こ

の
う
ち
製
材
用
材
と
合
板
用
材
の
需
要
は
、

新
設
住
宅
着
工
戸
数
と
と
も
に
減
少
傾
向
に

転
じ
た
一
方
、
パ
ル
プ
・
チ
ッ
プ
用
材
の
需

要
は
、
紙
・
板
紙
生
産
量
と
と
も
に
増
加
傾

向
で
推
移
し
、
平
成
７
年
に
は
過
去
最
高
と

な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
国
産
材
供
給
量
は
平
成
14
年
ま
で

減
少
傾
向
で
推
移
す
る
中
、
輸
入
材
は
増

加
傾
向
で
推
移
し
、
平
成
８
年
に
は
過
去
最

高
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
原
木
輸
入
量

は
昭
和
48
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
た
の
に
対

し
、
製
品
輸
入
量
は
増
加
し
昭
和
62
年
に
は

原
木
輸
入
量
を
上
回
り
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
製
材
業
で
は
、
輸
入
材

を
挽
く
工
場
の
縮
小
再
編
等
が
進
行
し
ま
し

た
。
合
板
製
造
業
で
は
、
特
に
昭
和
60
年
代

ロ
ー
タ
リ
ー
レ
ー
ス
の
改
良
、
住
宅
建
築
で

の
厚
物
合
板
の
利
用
等
に
よ
り
、
ス
ギ
の
間

伐
材
な
ど
の
利
用
が
拡
大
し
ま
し
た
。
木
材

チ
ッ
プ
製
造
業
で
は
、
原
料
と
し
て
間
伐
材

や
解
体
材
・
廃
材
等
が
増
加
し
ま
し
た
。

３　

木
材
産
業
を
め
ぐ
る
最
近
の

　
　

動
向
と
将
来
に
向
け
た
課
題

 
⑴ 

木
材
産
業
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

　

我
が
国
の
木
材
需
要
は
、
平
成
21
年
を

底
に
回
復
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
平
成
20

年
以
前
の
水
準
に
は
達
し
て
お
ら
ず
、
今
後

は
、
住
宅
建
築
や
紙
・
板
紙
生
産
に
加
え
、

公
共
建
築
物
等
の
非
住
宅
分
野
、
土
木
分

野
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
め
ぐ
る
動
向
が
重

要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

木
材
輸
入
量
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す

が
、
依
然
と
し
て
木
材
総
需
要
量
の
７
割
以

上
を
占
め
、
そ
の
９
割
は
製
品
で
の
輸
入
と

な
っ
て
い
ま
す
。

 
⑵ 

木
材
産
業
等
の
課
題
と
取
組

　

こ
の
よ
う
な
中
、
木
材
産
業
の
競
争
力
を

強
化
す
る
た
め
に
は
、
国
産
材
原
木
の
安
定

調
達
等
を
図
り
つ
つ
、
消
費
者
・
実
需
者
の

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
木
材
製
品
を
生
産
・
販
売

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
輸
入
製
品

の
割
合
が
高
い
分
野（
住
宅
の
横
架
材
、
コ

ン
ク
リ
ー
ト
型
枠
用
合
板
等
）で
の
国
産
材

製
品
の
開
発
等
も
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
新
た
な
木
材
需
要
の
創
出
に
向

け
、
木
材
産
業
等
で
は
新
た
な
木
材
製
品
・

6



木
は
1
6
0
万
本
で
し
た
。

　

林
野
庁
で
は
、
森
林
の
所
有
者
情
報
を

把
握
す
る
た
め
、
森
林
の
土
地
所
有
者
届

出
制
度
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
外
国
人

等
に
よ
る
森
林
買
収
の
事
例
に
つ
い
て
調
査

を
行
っ
て
い
ま
す（
平
成
25
年
は
14
件
、
計

1
9
4

ha
）。

　

ま
た
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
企
業
に
よ
る
森

林
の
整
備
・
保
全
活
動
が
拡
大
し
て
お
り
、

経
済
界
等
で
も
林
業
復
活
・
地
域
創
生
へ
の

期
待
が
高
ま
っ
て
い
る
ほ
か
、「
緑
の
募
金
」

（
平
成
25
年
度
は
約
23
億
円
）、
森
林
整
備
を

目
的
と
す
る
独
自
課
税（
平
成
26
年
度
の
税

収
見
込
み
は
35
県
で
約
2
8
3
億
円
）等
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

３　

森
林
保
全
の
動
向

　

森
林
の
有
す
る
公
益
的
機
能
の
発
揮
が

特
に
要
請
さ
れ
る
森
林
は「
保
安
林
」に
指
定

し
て
お
り
、
そ
の
面
積
は
平
成
25
年
度
末
現

在
で
1
2
1
2
万
ha（
森
林
面
積
の
48
％
）と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
治
山
事
業
に
よ
り
、
山
腹
斜
面
の

安
定
化
、
荒
廃
し
た
渓
流
の
復
旧
等
の
た
め

の
施
設
の
設
置
の
ほ
か
、
海
岸
防
災
林
の
整

備
等
を
推
進
し
て

い
ま
す
。

　

森
林
に
お
け
る

生
物
多
様
性
の
保

全
に
関
し
て
、
平

成
26
年
は
ユ
ネ
ス

コ
エ
コ
パ
ー
ク
に

「
只
見
」、「
南
ア
ル

プ
ス
」の
新
規
登
録

と「
志
賀
高
原
」の

拡
張
登
録
が
決
定

し
ま
し
た
。

　

平
成
25
年
度
に

お
け
る
野
生
鳥
獣

被
害
は
約
9
千
ha

（
こ
の
う
ち
約
８
割

が
シ
カ
に
よ
る
被

害
）、
松
く
い
虫

被
害
は
約
63
万
㎥

図表４     コンテナ苗の生産量の推移
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１　

森
林
の
現
状
と
森
林
の

　
　

整
備
・
保
全
の
基
本
方
針

　

我
が
国
の
森
林
は
国
土
の
約
３
分
の
２
を

占
め
、
森
林
蓄
積
は
年
平
均
約
１
億
㎥
増
加

し
、
現
在
は
約
49
億
㎥
と
な
っ
て
お
り
、
国

土
保
全
、
水
源
涵
養
、
地
球
温
暖
化
防
止
等

の
多
面
的
機
能
を
通
じ
て
、
国
民
生
活
・
国

民
経
済
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
林
野
庁
で
は
、「
森
林
・
林
業
基

本
計
画
」や「
全
国
森
林
計
画
」、「
森
林
整
備

保
全
事
業
計
画
」等
を
策
定
し
、
森
林
の
整

備
・
保
全
を
推
進
し
て
お
り
、
平
成
26
年
５

月
に
策
定
さ
れ
た「
森
林
整
備
保
全
事
業
計

画
」で
は
新
た
な
成
果
指
標
と
し
て「
森
林
資

源
の
平
準
化
の
促
進
」が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

２　

森
林
整
備
の
動
向

　

平
成
25
年
度
の
森
林
整
備
に
つ
い
て
は
、

第
Ⅱ
章　

森
林
の
整
備
・
保
全

は
、
引
き
続
き
、
施
業
の
集
約
化
、
路
網
の

整
備
、
機
械
化
の
推
進
等
に
取
り
組
む
と
と

も
に
、
森
林
認
証
の
拡
大
も
課
題
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

今
後
と
も
、
国
、
地
方
公
共
団
体
等
に
よ

る
支
援
や
環
境
整
備
、
消
費
者
・
実
需
者
の

理
解
の
促
進
等
も
必
要
で
す
。

人
工
造
林
が
３
万
ha（
う
ち
複
層
林
造
成
の

た
め
の
樹
下
植
栽
は
0.6
万
ha
）、
保
育
等
が

80
万
ha（
う
ち
森
林
吸
収
源
対
策
の
た
め
の

間
伐
は
52
万
ha
）実
施
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
山
行
苗
木
の
生
産
本
数（
平
成
24

年
度
）は
約
5
8
0
0
万
本
で
、
こ
の
う
ち

コ
ン
テ
ナ
苗
は
約
76
万
本
、
花
粉
症
対
策
苗

図表５     温室効果ガス削減目標（2020年度）における森林吸収源対策の位置付け

注１：国内排出量の削減には、基準年排出量からの削減(図中の青色部分)のみならず、
基準年以降に経済成長等により増加すると想定される排出量に相当する分の削
減も必要となる。

　２：基準年以降に経済成長等により増加すると想定される排出量に相当する分の削
減を含まない。

　３：原子力発電による温室効果ガスの削減効果を含めずに設定した目標。
　４：基準年排出量より試算。

（注３）

技
術（
Ｃ
Ｌ
Ｔ
、
木
質
系
耐
火
部
材
、
セ
ル

ロ
ー
ス
ナ
ノ
フ
ァ
イ
バ
ー
等
）の
開
発
・
実

用
化
、
木
材
製
品
の
輸
出
等
に
取
り
組
む
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
木
材
産
業
へ
の
原
木
の
安
定
供

給
の
た
め
、
地
域
の
関
係
者
が
連
携
・
協
力

し
、
国
産
材
の
安
定
的
・
効
率
的
な
供
給
体

制
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
林
業
で
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１　

林
業
の
動
向

　

平
成
25
年
の
林
業
産
出
額
は
、
前
年
比

10
％
増
の
4
3
2
2
億
円
で
、
木
材
生
産
と

栽
培
き
の
こ
類
生
産
が
そ
れ
ぞ
れ
半
分
を

占
め
て
い
ま
す
。
平
成
25
年
の
国
産
材
生
産

量
は
、
ス
ギ
で
1
0
9
0
万
㎥
、
ヒ
ノ
キ
で

2
3
0
万
㎥
、
カ
ラ
マ
ツ
で
2
2
6
万
㎥
等

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

林
家
の
大
半
は
林
業
以
外
で
生
計
を
立
て

て
お
り
、
小
規
模
な
林
家
で
は
施
業
や
経
営

の
委
託
が
一
般
的
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
自

ら
伐
採
等
の
施
業
を
行
う「
自
伐
林
家
」も
み

ら
れ
、
搬
出
し
た
間
伐
材
を
地
域
で
販
売
す

る
取
組（
平
成
26
年
度
末
現
在
、
25
市
町
村

で「
木
の
駅
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」が
実
施
）も
み

ら
れ
ま
す
。

　

林
業
従
事
者
数
は
近
年
下
げ
止
ま
り
の

第
Ⅲ
章　

林
業
と
山
村

兆
し
に
あ
り
、
35
歳
未
満
の
割
合
は
上
昇
傾

向
で
推
移
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
平
成
25
年

度
に
お
け
る
新
規
就
業
者
数
は
2
8
2
7
人

（
う
ち「
緑
の
雇
用
」は
8
3
4
人
）と
な
っ
て

い
ま
す
。

図表６     木の駅プロジェクト

図表７     きのこ類生産量の推移

第
Ⅳ
章　

木
材
需
給
と
木
材
利
用

２　

特
用
林
産
物
の
動
向

　

平
成
25
年
の
特
用
林
産
物
の
生
産
額
は
、

前
年
比
４
％
増
の
2
6
1
5
億
円（
う
ち
き

の
こ
類
は
2
2
5
0
億
円
）と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
生
産
量
は
、
き
の
こ
類
が
45
・

８
万
ト
ン
、
木
炭
が
3.0
万
ト
ン
、
竹
材
が

1
2
2
0
万
束
、
薪
が
5.3
万
㎥
等
と
な
っ
て

い
ま
す
。

３　

山
村
の
動
向

　

平
成
26
年
度
末
に
は
、「
山
村
振
興
法
」の

有
効
期
限
を
10
年
間（
平
成
37
年
３
月
31
日

ま
で
）延
長
す
る
と
と
も
に
、
基
本
理
念
に

関
す
る
規
定
を
設
け
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
山

村
振
興
の
方
向
性
を
よ
り
明
確
化
し
、
山
村

振
興
対
策
の
充
実
を
図
る
た
め
の
改
正
が
行

わ
れ
ま
し
た
。

１　

木
材
需
給
の
動
向

　

平
成
25
年
の
木
材
需
要
量
は
、
住
宅

着
工
戸
数
の
増
加
等
に
よ
り
前
年
比
4.6
％

増
の
7
3
8
7
万
㎥
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、
国
産
材
供
給
量
は
、
前
年
比
7.3
％
増
の

2
1
1
2
万
㎥
と
な
っ
た
の
に
対
し
、
木
材

輸
入
量
は
前
年
比
3.5
％
増
の
5
2
7
5
万
㎥

と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
平
成
25
年
の
木
材
自

給
率
は
前
年
比
0.7
ポ
イ
ン
ト
増
の
28
・
６
％

と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
平
成
26
年
に
お
け
る
国
産
材
価

格
の
動
向
は
、
年
初
か
ら
下
落
傾
向
で
し
た

が
、
年
間
を
通
し
て
み
る
と
前
年
を
上
回
る

水
準
で
し
た
。

と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の
対
策
に
加
え
、

新
た
な
捕
獲
手
法
な
ど
防
除
技
術
の
開
発
や

抵
抗
性
マ
ツ
の
苗
木
生
産
等
も
実
施
さ
れ
て

い
ま
す
。

４　

国
際
的
な
取
組
の
動
向

　

地
球
温
暖
化
対
策
は「
気
候
変
動
枠
組

条
約
」等
の
国
際
的
枠
組
み
の
下
で
推
進

し
て
お
り
、
京
都
議
定
書
第
一
約
束
期
間

（
2
0
0
8
～
2
0
1
2
年
）に
お
け
る
我

が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
約
束
の
う
ち
、

3.8
％
を
森
林
吸
収
源
対
策（
年
平
均
55
万
ha

の
間
伐
等
を
実
施
）で
確
保
し
ま
し
た
。

　

2
0
1
3
年
以
降
は
、
我
が
国
の
2
0
2
0
年

度
削
減
目
標
の
達
成
に
向
け
、
2.8
％
以
上

を
森
林
吸
収
源
対
策（
年
平
均
52
万
ha
の

間
伐
等
）で
確
保
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

10  8  8  6  4  3  2  2  

8  7  8  
7  

7  7  8  7  

5  7  9  
11  

11  11  
14  13  

0  1  
3  6  8  10  

11  12  
26  

29  

34  36  38  
42  

46  46  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

S55 
(1980) 

60 
(85) 

H2 
(90) 

7 
(95) 

12 
(2000) 

17 
(05) 

22 
(10) 

25 
(13) 

都道府県 市町村数 プロジェク
ト数

登録 
人数

岐阜県 3 市 5 117 
島根県 4 市町 4 158 
愛知県 3 市町 3 80 
岡山県 2 市 2 35 
長野県 2 町村 2 36 
その他11県 11 市町村 11 336 

計 25 市町村 27 762 
注１：その他11県は、秋田県、茨城県、栃木県、埼玉県、

石川県、山梨県、滋賀県、京都府、兵庫県、鳥取
県、高知県。

注２：登録者数等のデータが確認できるもののみ（平成27
（2015）年３月現在）。
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図表９  木質バイオマス（FIT）

２　

木
材
利
用
の
動
向

　

住
宅
分
野
に
お
け
る
木
材
利
用
に
つ
い

て
、
平
成
25
年
に
お
け
る
工
法
別
シ
ェ
ア

は
、
在
来
工
法
が
75
％
、
ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー

工
法
が
22
％
、
木
質
プ
レ
ハ
ブ
工
法
が
３
％

１　

国
有
林
野
の
役
割

　

国
有
林
野
は
、
公
益
重
視
の
管
理
経
営
を

一
層
推
進
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
組
織
・
技

術
力
・
資
源
を
活
用
し
て
森
林
・
林
業
の
再

生
に
貢
献
す
る
た
め
、
平
成
25
年
度
か
ら
一

般
会
計
で
行
う
事
業
に
移
行
し
ま
し
た
。

２　

国
有
林
野
事
業
の
具
体
的
取
組

　

平
成
26
年
度
は
、
❶
公
益
重
視
の
管
理

経
営
の
一
層
の
推
進
と
し
て
、「
保
護
林
」制

度
に
お
け
る
課
題
等
の
点
検
・
整
理
や
、
民

有
林
と
の
一
体
的
な
整
備
・
保
全
に
向
け
た

「
公
益
的
機
能
維
持
増
進
協
定
」の
推
進（
平

成
25
年
度
末
現
在
で
５
件
・
1
4
3

ha
）等

を
、
❷
森
林
・
林
業
の
再
生
へ
の
貢
献
と
し

て
、
伐
採
・
再
造
林
の
低
コ
ス
ト
化
に
向
け

た「
一
貫
作
業
シ
ス
テ
ム
」の
実
証
・
普
及
、

森
林
共
同
施
業
団
地
に
お
け
る
民
国
連
携

（
平
成
25
年
度
末
現
在
で
１
３
７
か
所
・
約

24
万
ha
）、「
シ
ス
テ
ム
販
売
」に
よ
る
林
産

物
の
安
定
供
給（
平
成
25
年
度
の
実
績
は
丸

太
に
よ
る
供
給
量
の
50
％
に
当
た
る
1
2
5

万
㎥
）等
を
、
❸「
国
民
の
森
林
」と
し
て
の

管
理
経
営
等
と
し
て
、
木
の
文
化
を
支
え
る

森
づ
く
り
の
推
進
、
除
去
土
壌
等
の
仮
置
場

用
地
の
提
供
等
を
行
い
ま
し
た
。

第
Ⅴ
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国
有
林
野
の
管
理
経
営

図表８     我が国の木材輸出額の推移
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H13 
(2001) 
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(05) 

19 
(07) 
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(11) 
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(13) 
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12  
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17  

12  
15  11  

10  

13  

12  

　

平
成
26
年
の
木
材
輸
出
額
は
前
年
比

45
％
増
の
1
7
8
億
円
で
、
特
に
丸
太
の
輸

出
が
増
加
し
ま
し
た
。
ま
た
、
輸
出
先
国
別

に
み
る
と
、
中
国（
68
億
円
）が
最
も
多
く
、

韓
国（
29
億
円
）、
台
湾（
20
億
円
）、
フ
ィ
リ

ピ
ン（
20
億
円
）等
と
続
い
て
い
ま
す
。

で
し
た
。
ま
た
、
プ
レ
カ
ッ
ト
材
を
利
用
し

た
木
造
軸
組
構
法
住
宅
の
割
合
は
90
％
に
達

し
ま
し
た
。

　

公
共
建
築
物
等
に
お
け
る
木
材
利
用
に
つ

い
て
は
、
平
成
25
年
度
に
国
が
整
備
し
た
低

層
の
公
共
建
築
物
4
8
4
棟
の
う
ち
24
棟
が

木
造
で
整
備
さ
れ
、
1
6
1
棟
で
内
装
等
が

木
質
化
さ
れ
ま
し
た
。

　

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
に

つ
い
て
、
主
に
未
利
用
間
伐
材
等
を
活
用

し
た
発
電
施
設
は
、
平
成
26
年
11
月
現
在
、

15
か
所（
う
ち
新
た
に
整
備
さ
れ
た
木
質
バ

イ
オ
マ
ス
発
電
施
設
は
８
か
所
）が
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
固
定
価
格
買
取
制
度
に

よ
り
売
電
を
行
っ
て
い
ま
す
。

図表10  伐採と造林の一括発注の実績
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うち国有林
箇所数（右軸）

図表11  森林共同施業団地の設定状況

再生可能エネルギーの固定価格買取制度の認定を受けた木質バイ
オマス発電設備（未利用木質分のみ）

新規認定件数
移件数行 合計 稼働している

発電容量（kW）うち稼働中
43 8 7 50 37,883

区分 買取価格
間伐材等由来の木質バイオマス 32円/kWh
うち2,000kW未満（H27年度～） 40円/kWh

一般木質バイオマス 24円/kWh
建設資材廃棄物 13円/kWh

（参考）
木質バイオマスにより発電された電気の買取価格

注：平成26(2014)年11月末の数字。
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供給希望量 
（A）

供給可能量 
（B)

差 
（B-A)

平成24年５月末 34
(295

千m3
万本)

3
(24

千m3
万本)

▲31
(▲271

千m3
万本)

平成24年９月末
（茨城県は11月末）

30
(286

千m3
万本)

12
(97

千m3
万本)

▲18
(▲189

千m3
万本)

平成25年５月末 27
(224

千m3
万本)

22
(201

千m3
万本)

▲5
(▲23

千m3
万本)

平成25年９月末 14
(118

千m3
万本)

21
(196

千m3
万本)

7
(78

千m3
万本)

平成26年５月末 19
(151

千m3
万本)

20
(175

千m3
万本)

1
(23

千m3
万本)

平成26年９月末 14
(118

千m3
万本)

16
(137

千m3
万本)

1
(19

千m3
万本)

お
わ
り
に

　

平
成
26
年
度
森
林
・
林
業
白
書
で
は
、
こ

こ
で
紹
介
し
た
内
容
の
ほ
か
、
コ
ラ
ム
と
し

て
、「
林
業
遺
産
の
選
定
」や「
家
具
産
業
に

お
け
る
新
た
な
動
き
」、「
競
技
施
設
等
で
の

木
材
利
用
」な
ど
に
つ
い
て
も
記
述
し
て
い

ま
す
。

　

今
回
の
白
書
で
は
、
資
料
的
な
価
値
を
高

め
る
た
め
、
脚
注
も
充
実
さ
せ
て
い
ま
す
。

是
非
、
業
務
や
学
習
の
資
料
と
し
て
も
、
ご

活
用
く
だ
さ
い
。

図表12  調査地に蓄積する放射性セシウムの部位別割合の変化

図表13  きのこ原木の需給状況

１　

復
興
に
向
け
た
森
林
・

　
　

林
業
・
木
材
産
業
の
取
組

　

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
、
森
林
・
林
業
・

木
材
産
業
に
も
大
き
な
被
害
が
発
生
し
ま
し

た
が
、
被
害
箇
所
で
は
復
旧
工
事
が
進
め
ら

れ
、
木
材
加
工
・
流
通
施
設
の
多
く
も
操
業

を
再
開
し
て
い
ま
す
。

　

被
災
し
た
海
岸
防
災
林
の
総
延
長
約

1
4
0
㎞
に
つ
い
て
は
、
平
成
26
年
末
時
点

で
、
地
域
の
復
興
計
画
と
の
調
整
が
必
要
な

箇
所
を
除
き
、
約
1
0
7
㎞
で
復
旧
工
事
に

着
手
済
み
で
あ
り
、
う
ち
28
㎞
で
工
事
が
完

了
し
て
い
ま
す
。

　

復
興
へ
の
木
材
の
活
用
に
つ
い
て
は
、
平

成
26
年
末
時
点
で
、
約
4
5
0
0
戸
の
災
害

公
営
住
宅
の
う
ち
約
1
5
0
0
戸（
34
％
）が

木
造
で
建
設
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
木
質
系
災

害
廃
棄
物
を
木
質
ボ
ー
ド
の
原
料
や
ボ
イ

ラ
ー
燃
料
、
発
電
等
に
利
用
す
る
動
き
も
み

ら
れ
ま
す
。

２　

原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興

　

森
林
の
放
射
性
物
質
対
策
に
つ
い
て
は
、

住
居
等
近
隣
の
森
林
の
除
染
を
環
境
省
、
市

町
村
及
び
林
野
庁
が
そ
れ
ぞ
れ
実
施
し
て

い
ま
す
。
ま
た
、
森
林
内
の
放
射
性
物
質
の

第
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東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

落葉樹林（コナラ林） 
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0.3% 
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葉
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材
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土壌

「平成26年度森林・林業白書」は林野庁のホームページで
も見ることができます。
〈URL〉
http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/index.html
※過去の白書も見ることができますので、ぜひご覧ください。

分
布
状
況
等
を
継
続
的
に
調
査
す
る
と
と
も

に
、
平
成
26
年
度
か
ら
は
、
避
難
指
示
解
除

準
備
区
域
等
に
お
け
る
適
正
な
森
林
管
理
に

向
け
た
実
証
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

安
全
な
林
産
物
の
供
給
に
つ
い
て
は
、
き

の
こ
生
産
の
再
開
に
向
け
て
、「
放
射
性
物

質
低
減
の
た
め
の
原
木
き
の
こ
栽
培
管
理

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」の
周
知
を
行
っ
て
お
り
、

平
成
27
年
２
月
現
在
で
、
５
県
22
市
町
で
出

荷
制
限
が
解
除（
一
部
解
除
を
含
む
。）さ
れ

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
き
の
こ
原
木
の
安
定
供
給
に
向
け

た
需
給
の
マ
ッ
チ
ン
グ
や
、
き
の
こ
生
産
の

継
続
・
再
開
に
必
要
な
施
設
整
備
・
資
材
導

入
等
を
支
援
し
て
い
ま
す
。
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